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東日本大震災から 3年経った現在でも，未だに多くの人々が仮設住宅での生活を余儀なくされている．さらに，食料
品や日用品等を購入する場所も津波で流されてしまい，仮設住宅の周辺に少ない．また，買い物や通院等の日常生活
に必要な移動手段である，公共交通機関への被害も大きい．現在でも鉄道や路線バスが完全に復旧しておらず，自家

用車を保有していない高齢者や障がいのある住民にとって不便な状況である．また，復興住宅も，同様に不便な場所
に建設されることが多い．以上のことから，仮設住宅や復興住宅の住民の、買い物支援という課題が挙げられる．本
研究では，この課題を解決するため，プリペイド型簡易商店システムを仮設住宅の集会所に設置し，システムの利便

性や課題を明らかにすることを目的とした運用実験を，岩手県宮古市赤前地区の仮設住宅で 2012 年より実施した．
プリペイド型簡易商店システムは，路上における野菜の無人販売をモデルとしており，バーコードが印刷されたカー
ドをプリペイドカードとして利用する．本論文では，運用実験により判明した課題，管理者の負担軽減および，高齢

者におけるシステムの利便性向上についての対応や，仮設住宅や新たに始めた釜石市内の復興住宅における運用実験
について報告する． 
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1. はじめに  

 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によって，未

だに多くの被災者が，仮設住宅や公営住宅等の施設での生

活を余儀なくされている[1]．それらの施設の住民の中には，

周辺の商店が津波で流されてしまい営業を停止したことで，

遠方の市街地まで買い物に行かなければいけない人もいる

[2]．また，津波等の影響により被災車両は約 40 万台に上

った[3]ことからも分かる通り，自家用車を失った人も多い．

公共交通機関への影響も大きく，岩手県沿岸の路線バスに

ついては，全体の 26％に当たる 20 路線が運休していた[4]．

が，ほとんどの路線で通常運行していると言える[5]が，現

在でも一部運休及び経路を変更して運行している路線バス

がある．鉄道については，震災前と現在を比較すると約 95%

が復旧しているが，路線ごとで復旧状況のばらつきが大き

く，24%しか復旧が進んでおらず，全区間再開の目途が立

っていない路線が依然として存在している[6]．加えて，住

民における高齢者の割合が高い[7][8]ことも要因となり，自

由に買い物が出来ないといった問題を抱えている仮設住宅

の住民が多い[9]． 

その問題の解決を図るため，2012 年度の研究[10]では，

本講座で運用を続けているプリペイド型簡易商店システム

を宮古市赤前仮設住宅に設置，運用した．このシステムを

本講座で作成，設置している背景としては，岩手県立大学
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の周辺には，コンビニやスーパー等の小売店が少なく，自

動車等の交通手段無しでは容易に買い物に行くことも難し

い．また，学生は課題や研究等で，深夜に講座で作業をし

ている学生も多いからである．そのため，講座内で 24 時間

いつでも商品を購入可能であり，かつ店員が常時滞在して

いる必要のない，このシステムが運用されている．学生の

場合は学生証，教員の場合は教員証をプリペイドカードに

応用し，予めシステム管理者に現金を渡し入金しておくこ

とで，それらの利点を見出している．このシステムが仮設

住宅での問題解決に応用できるのではないかと考え，佐藤

[10]は岩手県宮古市赤前地区仮設住宅の協力のもと，仮設

住宅の集会所にプリペイド型簡易商店システムを設置し，4

週間の運用実験を実施した．運用結果として，システムの

利便性を確認することが出来たが，利用者における商品管

理の手間や，仮設住宅までの移動の手間等により，管理者

に対して大きな負担がかかる事や，高齢者の中でシステム

の利用を敬遠する人がいたこと，売上額に誤差が生じたこ

と等の課題が明らかになった． 

 本研究では 2012年度の研究[10]で発見された課題の 1つ

である，「管理者にかかる負担の軽減」及び，昨年度の研究

で発見された課題の 1 つである「どの年齢層の人にも使用

しやすいインタフェースの作成」の 2 点の解決を図る． 

2. 関連研究及び既存システム 

 本章では無人販売商店及び農地直売所における，ネット

ワークを介したオンライン上での在庫管理を行う関連研究

及び被災地への物資提供における関連研究を述べる． 
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2.1 産直システム 

 農地直売所(以下，産直とする)とは，生産者が商品を消

費者に対して直接販売する場所である．複数の生産者が 1

つの大きな施設で販売する産直では次の 3 つの問題を抱え

ている． 

 1．生産者は日常的に農業に従事しているため，店内にお

ける在庫の販売状況を把握することが出来ず，販売機

会を損失する場合がある． 

 2．生産者が行う値段や販売量の設定，出荷時刻といった

意思決定の際に必要な店内の在庫状況や販売傾向に

おける情報の取得が難しい． 

 3．産直は都市部から離れた場所に多いため，消費者が来

店した際に，目的の商品が品切れを起こしている場合

がある． 

そこで，半澤ら[11]が，生産者毎の入荷の管理を行う入荷

管理システム，POS レジからの売上情報と入荷管理システ

ムからの入荷情報を用いて在庫情報を生成する売上管理シ

ステム，産直のイベントや生産者の紹介を行う販売促進シ

ステムで構成される産直システムを考案した．そして，葛

西ら[12]は，産直システムに在庫情報を店内の消費者に公

開する棚位置管理システムと，遠隔地からの在庫状況の閲

覧を対応する機能を付与した販売促進システムを構築し，

実際に産直に導入した． 

2.2 移動販売 

 移動販売とは，商品を自動車，例えばトラックの荷台や

マイクロバスに積み込み，一定の消費者が居住する地域を

巡回するという方法である[13]．移動販売では，巡回する

地域やコースがほぼ一定であるため，売上の傾向を把握し，

その地域で需要のある物資を予め用意しておくことが出来

る．また，生鮮食品などにおいても，商品を手にとって自

身の目で見ることが出来るため，品質や鮮度を確認できる

こともメリットとして挙げられる．一方で，トラックの荷

台やマイクロバスを用いるため，商品の積載数に制限があ

ることや，指定された時間内でしか買い物ができないため，

消費者は必ずしも買い物をしたい時に買い物が出来るとは

言えない．実際の移動販売の様子を(図 1)に示す． 

 

図 1：移動販売の様子 

2.3 宅配サービス 

  宅配サービスとは，消費者から商品の注文を受け，それ

らの商品を揃え，消費者の手元まで運ぶという方法である

[13]．消費者にとってはわざわざ店舗に出向く必要もなく，

また前述の移動販売の様に指定された時間を待っている必

要もなく，自宅から商品を注文することができ，注文した

商品を自宅で受け取ることができる．さらに，この宅配サ

ービスでは商品数の制限がないため，消費者は自身の必要

なものを注文し，入手することが出来る．加えて，消費者

と宅配担当者間において，コミュニケーションが生まれる

と言ったこともメリットとして挙げられる．一方，デメリ

ットとして，宅配サービスを実現させるためには多くの人

手が必要になることに加え，消費者 1 人あたりの単価が低

い傾向にあるため，サービスを継続的に行うのが困難であ

ることが挙げられる． 

2.4 Information Systems for Emergency Management 

 Jillson[14]は，災害時の，被災地への物資提供において，

必要な物資が定義されていないことを課題として挙げてい

る．災害としては，どの様な種類なのか，また被災した地

域はどの様な地形なのか等といった多数の要因が絡み合い，

それぞれのパターンで必要な物資が異なるため，その必要

な物資を定義するのは困難であるとしている．また，倫理

的な観点で，どのような手法を用いて物資の分配を行えば，

被災者に平等に物資を提供できるかという事も課題の 1 つ

として挙げている．被災地，もしくは被災者が必要として

いる物資をどの様に調査し，用意するのか，また，平等に

物資を提供する手法が求められている． 

3. 本研究の経緯 

 本章では，システムに対して遠隔で商品情報等の登録を

行うために参考とした，これまでの研究を記述する． 

3.1 バーコードを利用したプリペイド式の学内実験シス

テムの構成と運用 

 市澤[15]は，岩手県立大学内で学生によって運営されて

いる学内実験用商店には，管理上の様々な問題があるとし

ている．問題としては，つり銭の計算間違い，代金の支払

い忘れ，盗難を挙げている．その原因は，路上における野

菜の無人販売と同様の方式であることによる，利用者任せ

の決済であるとしている．そのため，利用者任せの現金決

済ではなく，プリペイド方式の支払いを実現した簡易商店

システムを構築した．これは，一般的に POS システムと呼

ばれるものであるが，企業が販売する POS システム[16]や

フリーウェアの POS システム[17]より機能が不足している

ため，簡易商店システムと呼ぶことにしている．図 2 にシ

ステム構成を示す簡易商店システムは，利用者が購入を行

うための「購入システム」，管理者が利用者管理，商品管理

を行うための「管理用システム」，商店システムのバックア

ップを行う「バックアップサーバ」の 3 つから構成されて

いる．利用者は岩手県立大学の学生，教員に限定し，学生

証に付与されている各自固有のバーコードを用いることで
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利用者の認証を可能にした．プリペイド方式を採用するこ

とで，つり銭の計算間違い，代金の支払いミスの問題を解

決した．また，管理者は信頼のある利用者のみを登録し，

利用を制限することによって盗難の問題を解決した． 

図 2：システム構成 

 

3.2 仮設住宅におけるプリペイド型簡易商店システムの

社会実装(2012 年度の研究[10]) 

 東日本大震災によって，未だに多くの被災者が仮設住宅

での生活を余儀なくされている．その中で，岩手県立大学

看護学部のボランティアサークル「カッキ―’s」[18]が行っ

た宮古市山田町仮設住宅でのアンケート調査と，宮古市田

老町仮設住宅で行ったインタビューによる質的調査では，

立地の悪さや公共交通機関の少なさ等の要因により，自由

に買い物が出来ない問題を抱えている住民が多い事が判明

した． 

 また，岩手県立大学の周辺には，コンビニエンスストア

やスーパー等のお店が少なく，些細な買い物でも自動車な

どの交通手段なしでは容易に買い物に行くことが出来ない．

そのため，本件吸湿ではプリペイド型簡易商店システムの

運用を続けており，このシステムが仮設住宅での問題解決

に応用できるのではないかと考えた．そこで，佐藤[10]は

宮古市赤前地区仮設住宅の協力のもと，仮設住宅の集会所

にプリペイド型簡易商店システムを設置し，4 週間の運用

を実施した．運用の目的としては，住民の買い物における

問題の解決を図るとともに，システムの利便性や課題を明

らかにすることを目的とした調査を行った．結果として，

システムの利便性を確認することが出来たが，システムに

おける利用者や商品の管理，現地への移動の手間等で，管

理者に対して大きな負担がかかることや，システムの利用

を敬遠する傾向が見られたこと等の課題が明らかになった． 

4. 2013 年度のシステム 

 本章ではシステム概要を記述し，各管理者がすべき作業

をまとめた．また，システムに追加した機能や改良点を述

べる．システム作成には，JAVA(JDK7)を使用した． 

4.1 システム構成 

システム構成を図 3 に示す．2012 年度の研究[10]では，

利用者管理，商品管理の手間や移動の手間によって管理者

に対して，体力的に大きな負担がかかることが課題として

挙げられていた．そのため，本研究では大学側と仮設住宅

側の双方に管理者を設定し，大学側管理者の管理の手間を

現地のシステムに対し 3G ネットワークを利用した遠隔管

理によって解決する． 

図 3：本研究におけるシステム構成 

 

4.1.1 各管理者の作業 

 ここで，大学側管理者と仮設住宅側管理者の各作業につ

いて表 1 にまとめた． 

表 1：各管理者がすべき作業 

大学側管理者の作業 仮設住宅側管理者の作業 

・商品の買い出し 

・商品登録 

・値札の作成 

・商品の発送 

・カード残高の把握， 

入金管理，新規登録 

・在庫の確認 

・商品の陳列 

・値札の取り付け 

・カードの販売 

・回収した現金の管理 

 

4.1.2 両管理者の作業の流れ 

 大学側管理者ではまず，仮設住宅に発送するための商品

の買い出しを行う．そして，その購入した商品の情報をサ

ーバへ登録する．商品の値札を作成し，商品に同封して発

送する．その他に，カードの新規発行，各カードの残高の

把握，及び追加入金が可能である．そして，在庫を閲覧す

ることで在庫を把握する．仮設住宅側管理者は，送られて

きた商品を商品スペースに陳列し，同封の値札を棚に貼り

付ける．その他，利用者がカードの購入を希望した際に，

現金との引換えを行う． 

4.2 2014 年度に向けたシステム 

 本章では，プリペイド型簡易商店システムを仮設住宅に
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設置するに際して，2013 年度のシステムに対して必要とな

った追加機能や改良点を説明していく． 

4.2.1  残金統合システム 

 本講座で使用しているシステムでは，予め利用者が所持

している学生証または教員証に現金で支払われた金額を入

金する形式で運用しているため，それらをプリペイドカー

ドとして使用が可能である．しかし，仮設住宅に設置する

際にも，個別のプリペイドカードを発行することも可能で

あるが，今回は実験ということもあり，使い捨てが可能な

紙媒体のプリペイドカードを使用している．そのため，中

途半端な残額になった場合に有効に使用出来ないことがあ

ると考えられるため，2 枚のカードの残額を 1 枚のカード

に統合するシステムを作成，付与した．図 4 に残金統合機

能の画面を示す． 

図 4：残金統合機能画面 

 

4.2.2  GUI の文字フォント及び大きさの調整 

図 5 に改良前と，図 6 に改良後を示す．本講座で使用し

ていたシステムとの変更点として，表記される文章の変更

を行った．また，仮設住宅の住民における高齢者の割合は

高い[6][7]ため，文字のフォントをゴシック体にし，サイズ

も大きいものにして，高齢者でも表示された文字が見やす

いように配慮した． 

 

図 5：購入画面改良前 

 

図 6：購入画面改良後 

 

5. 運用 

 本システムは，仮設住宅等の集会所に設置することで運

用を行う．仮設住宅には，その世帯数に応じて，住民同士

の交流を深める目的で，談話室，もしくは集会所が設けら

れる．70 世帯以下の小規模な仮設住宅には，1 部屋構成の

談話室が設けられ，70 世帯以上の大規模な仮設住宅には，

集会室，台所，物置など，数部屋で構成されている集会所

が設けられる．商店システムを設置するには，商品管理や

利用者管理を行うための PC や，操作用ディスプレイ，バ

ーコードリーダー，商品陳列のためのスペースが必要であ

るため，それらを設置出来るスペースを確保することが可

能な施設を選択する必要があった．そのことを踏まえ，「宮

古市赤前仮設住宅」と「釜石市唐丹地区花露辺復興公営住

宅」の各集会所で運用を行っている． 

5.1 宮古市赤前仮設住宅 

 商店システムを設置する前の 2013 年 8 月 22 日(木)に，

赤前仮設住宅を訪問し，自治会長と打ち合わせをおこなっ

た．そして，今回設置するシステムの説明や 2012 年度の研

究[10]との違いなどの説明を行い，9 月 11 日(水)に商店シ

ステムを設置し，運用を開始した． 

5.1.1  運用状況 

 ・設置場所： 宮古市 赤前地区 仮設住宅集会所 

  ・運用期間： 2013 年 9 月 11 日(水) ～ 継続中 

 ・利用時間： 7:00 ～ 19:00 

 ・利用対象者： 住民約 160 名 

 ・支払い方法： プリペイドカード及び現金 

 ・管理委託者： 赤前地区仮設住宅自治会長 

 商店システムを利用できる時間は，集会所が開放されて

いる時間帯のみのため，利用時間は 7 時から 19 時となって

いる． 

5.1.2  運用目的 

 2012 年の研究では，利用者管理，商品管理の手間や，移

動の手間によって，管理者に対して大きな負担がかかる事
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が課題として挙げられた．実証実験を行っている宮古市赤

前地区仮設住宅は，岩手県立大学から約 120km 離れた位置

にあり，自動車での往復には約 5 時間かかる．移動時間以

外にも，商品登録や陳列，カードの販売や在庫管理等全て

の作業を現地で行っていた．そこで，本研究では，2012 年

度の研究[10]の課題である大学側管理者の作業の手間をシ

ステムの遠隔管理を行うことによって解決する．そして，

大学側管理者が負担を削減出来ているかについては，2012

年度の研究[10]との比較を行い評価する．仮設住宅側管理

者にとって作業が負担になっていないかについては，聞き

取り調査を行う． 

5.2 釜石市唐丹地区花露辺復興公営住宅 

 2014 年 3 月 23 日(日)に花露辺復興公営住宅を訪問し，自

治会長と打ち合わせを行った．加えて，公営住宅の住民及

び花露辺地区にお住まいの方に対してシステムの利用方法

等の説明会を行った．また，2014 年 4 月 19 日(土)にも同様

の形式で説明会を行った． 

5.2.1  運用状況 

 ・設置場所： 釜石市 唐丹地区 花露辺復興公営住宅  

集会所 

 ・運用期間： 2014 年 4 月 28 日(月) ～ 継続中 

 ・利用時間： 24 時間 

・利用対象者： 公営住宅の住民及び花露辺地区の住民 

         約 100 世帯 

・支払い方法： プリペイドカードのみ 

・管理委託者： 釜石リージョナルコーディネーター 

5.2.2  運用目的 

 システム設置当初は赤前仮設住宅同様，大学側管理者と

公営住宅側管理者を設置し，作業をそれぞれ分担して行う．

しかし，システム設置から一月程度経過した後，現地に居

住している公営住宅側管理者にシステムに対する商品登録

や利用者登録等の，大学側管理者が行っていたことも試験

的に行っていただく．そのことにより，公営住宅側管理者

の作業負担が増えてしまうが，この運用を通して本システ

ムの管理を一般の方に委託することで，どの様な課題が出

てくるのかを調査する．また，作年度の研究で使用してい

るシステムに「残金統合機能の付与」，「利用画面の文字フ

ォント変更」をしたことにより，利用者のシステム利用に

対する抵抗感も聞き取り調査によって評価を行う． 

6. 評価及び考察 

 本章では，以上の章で述べた実証実験等を基に得られた

結果や，フィードバックをまとめ，プリペイド型簡易商店

システムを今後の展望について考察した． 

6.1 赤前仮設住宅で得られた運用結果とその考察 

 本研究と 2012年度の研究[10]との 1回あたりの作業時間

を比較した結果を(表 2)に示す．その結果により，本研究で

は大学側管理者の作業時間が 2 時間，仮設住宅側管理者の

作業時間は 18 分となり，1 回あたり計 2 時間 18 分で作業

が終了したことが分かる．また，1 ヶ月あたりの作業時間

に換算してみる．2012 年度の研究[10]では，現地でしか商

品の登録作業やカードの入金作業等を行うことが出来なか

ったため，週に 1 回商品の補充をするために赤前仮設住宅

を訪問していた．そのため，作業時間の合計は約 32 時間に

なる．対して，本研究では 1 ヶ月間の作業時間は大学側で

4 時間，仮設住宅側で 36 分となる．本研究の大学側管理者

と仮設住宅側管理者の作業時間を合計すると 4時間36分と

なり，2012年度の研究[10]との時間比較をした結果，約 72％

の作業時間短縮につながった． 

表 2：作業 1 回あたりの作業量の比較 

 

 

6.2 花露辺復興公営住宅で得られた運用結果とその考察 

 4 月 28 日(月)から現在においても運用を継続中であるた

め，まだ有効な結果を取得できていない．しかし，現段階

で把握出来ている問題点として，本研究で行ったシステム

の改良では利用者にとっての利便性の向上を図ったもので

あったが，対して管理者にとっては機能が不足していると

いう意見を委託していた管理者の方から頂いた．具体的に

は，商品が購入された際にログを閲覧できるシステムの作

成や，システムに商品情報等を登録するシステムの改良が

必要であることが分かった． 

7. おわりに 

 本章では今回の運用結果及びフィードバックを基に，今

後の課題等についてまとめる． 

7.1 今後の課題 

 今後の課題として，3 つの点が挙げられる．1 つ目は，現

金利用者への対策である．今回，管理を依頼した赤前仮設

住宅の住民に聞き取り調査を実施した結果，システムを利

用せず現金で買い物をしている利用者がいることが判明し

た．現金を利用する場合，バーコードリーダー等の操作を

せず．現金をそのまま専用の貯金箱に入れ商品と引き換え

るため，システム上では現金利用の場合在庫の変動がない．

そのため，システム上での在庫と実在庫との間に差異が発

生し，正確な商品数の把握が困難である．対策として，商

店システムに現金を利用した場合でも，システム上で在庫

先行研究 本研究

管理者1人 管理者2人

大学 仮設住宅 大学 仮設住宅

商品の買い出し １時間 1時間

仮設住宅への移動 5時間 なし

商品登録

2時間

30分

陳列作業 15分

値札作成 15分

カード販売 3分

商品発送準備 なし 15分

合計 8時間 2時間 18分

2012年度の研究
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数の変動を確認できるシステムの追加をすること等が挙げ

られる． 

 2 つ目は，現金の回収である．現金を現地まで回収に行

かなければ，新たに商品の購入や商品の発送が出来ない．

今回，商品の発送は 2 週間ごとに行った．それに際して，

月に 1 回仮設住宅を訪問し，現金の回収を行った．今後，

より長期的な設置を考えた場合の対策としては，本学から

現金の回収に行かなくとも，現地でその現金を利用し，地

域に還元できる様なビジネスモデルの検討や，仮設住宅側

管理者にお金を口座へ振り込んでもらう等といった方法が

挙げられる． 

 3 つ目は，インタフェースの改良である．機械に対して

抵抗を感じている世代への配慮として，出来るだけ機械に

触れることなく決済が可能なセルフレジのような形式をと

ることや，より利用者の興味を引くシステムにすることが

必要である． 

 以上の 3 点を今後の課題として挙げたが，今後，継続的

な商店システムの運用を目指す上で，現金利用者が商品の

購入を行った際のシステム上での対処や，仮設住宅側管理

者にシステム管理を委託した際の負担の軽減についても課

題になってくる． 

7.2 まとめ 

 2012 年度の研究[10]では，仮設住宅の住民が自由に買い

物を出来ない，という問題を解決するためプリペイド型簡

易商店システムの社会実装を行った．その結果として「管

理者の負担が大きい」という課題が挙げられた．この課題

を解決するため本研究では，商品管理のオンライン化を図

った．管理のために，仮設住宅を頻繁に訪れることが難し

いので，システム起動の簡易化を図った．通信には被災後

でインターネット環境が無い場合を想定し，3G 回線での通

信を行った．しかし，3G 回線を利用した場合，サーバと購

入クライアント間での通信時間が 1 秒程度かかってしまう

ため，利用者がスムーズに購入できるようサーバは購入ク

ライアントと同じ端末内で動作を行った．また，遠隔で管

理するにあたって，管理者が一人では対応しきれない作業

があるため大学側と仮設住宅側でそれぞれ一人ずつの管理

者で対応することにした．運用機関については，9 月 11 日

(水)から現在も継続中である．評価項目は，「大学側管理者

の負担軽減」，「仮設住宅側管理者へ負担をかけていないか」

の 2 つである．評価方法は，「2012 年度の研究[10]との時間

比較」，「仮設住宅側管理者への聞き取り」である．結果と

して，2012 年度の研究[10]との時間比較では，1 か月あた

りの作業量で比較した場合，約 72％の時間を短縮すること

が出来た．また，赤前仮設住宅側管理者への聞き取り調査

の結果としては，「負担ではないが，バーコードリーダーに

触れたくない人もいる」という回答を得ることが出来た．

花露辺復興公営住宅での運用では，現在大学側で行ってい

るシステムへの商品登録などの作業を試験的に行ってもら

い，管理委託形式のプリペイド型簡易商店システムの作成

の参考にしたい． 

 また，本システムは災害時用の備蓄としても有効である

と考えられるため，今後システムを改良する際にはそのこ

とを考慮した機能を付与することで，さらに質の高いシス

テムになると考えられる． 
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